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新 旧 

 

第２節 申告納税方式による関税の確定 

 

（納税申告等に係る事前教示の手続） 

7―17 法第 7条第 3項((事前教示))に規定する事前教示（以下「事前教示」と

いう。）の手続は、次による。 

(1) 本邦に到着していない貨物の関税率表適用上の所属区分等に係る事前

教示 

イ （省 略） 

(ｲ) 照会者が書面による回答を希望する場合には、「事前教示に関する

照会書」（Ｃ－1000）（原産地に関する照会の場合には、「事前教示に関

する照会書（原産地照会用）」（Ｃ－1000－2）とする。以下「照会書」

という。）（記載欄が不足する場合には、適宜の様式による「事前教示

に関する照会書（つづき）」を照会書に添付の上、割印させるものとす

る。）を 1通提出することにより行わせる。照会書の提出を受けた税関

は、「事前教示回答書（変更通知書兼用）」（Ｃ－1000－1）（原産地に関

する回答の場合には、「事前教示回答書（変更通知書兼用）（原産地照

会用）」（Ｃ－1000－3）とする。以下「回答書」という。）に必要回答

事項を記載し、押印した上、これを原本として照会書の写しとともに

交付し又は送達することにより回答するものとする。なお、一照会書

につき一品目の事前教示とする（セット物品を除く。）。 

 

 

 

 

ただし、照会書を使用しないことについてやむを得ない理由がある

ことが認められる場合には、適宜の様式による照会に係る書面を提出

することにより照会を行わせることとし、回答書によつて回答するも

のとする。この場合にあつては、当該照会に係る書面には、原則とし

て、照会書に記載された必要事項を転記するほか、照会書についての

注意事項を適宜付記しておくものとする。また、この場合にあつても、

回答書を照会に係る書面の写しとともに交付し又は送達するものとす

る。 

 

第２節 申告納税方式による関税の確定 

 

（納税申告等に係る事前教示の手続） 

7―17 法第 7条第 3項（事前教示）に規定する事前教示（以下「事前教示」と

いう。）の手続は、次による。 

(1) 本邦に到着していない貨物の関税率表適用上の所属区分等に係る事前

教示 

イ （同 左） 

(ｲ) 照会者が書面による回答を希望する場合には、「事前教示に関する

照会書」（Ｃ第 1000 号）（原産地に関する照会については「事前教示に

関する照会書（原産地照会用）」（Ｃ第 1000 号－2）による。また、記

載欄が不足する場合には、適宜の様式による「事前教示に関する照会

書（つづき）」を使用させ、添付（割印）する。以下、これらを「照会

書」という。）を 1通提出することにより行わせる。照会書の提出を受

けた税関は、「事前教示回答書（変更通知書兼用）」（Ｃ第 1000 号－1）

（原産地に関する回答については「事前教示回答書（変更通知書兼用）

（原産地照会用）」（Ｃ第 1000 号－3）による。以下、これらを「回答

書」という。）に必要回答事項を記載し、押印の上、さらに照会書と回

答書が同一案件であることを確保するため、照会書及び回答書には画

像情報検索システムにより賦与される同一の登録番号（原産地に係る

照会については、受理税関が賦与する登録番号とする。以下「登録番

号」という。）を付し、これを原本として照会書の写しとともに交付し

又は送達することにより回答するものとする。なお、一照会書につき

一品目の事前教示とする（セット物品を除く。）。 

ただし、照会書を使用しないことについてやむを得ない理由がある

ことが認められる場合には、適宜の様式の照会に係る書面を提出する

ことにより照会を行わせることとし、回答書によつて回答するものと

する。この場合にあつては、当該照会に係る書面には、原則として、

照会書に記載された必要事項を転記するほか、照会書に係る注意事項

を適宜付記しておくものとする。また、この場合にあつても、照会に

係る書面と回答書の同一性の確保のため、照会に係る書面及び回答書

には登録番号を付し、照会に係る書面の写しとともに回答書を交付し
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(ﾛ) 上記(ｲ)以外の場合には、口頭により照会を行わせ、口頭により回

答を行う。ただし、照会に係る貨物を的確に把握し、適切な回答を行

うために特に必要があると認められるときは、上記(ｲ)に準じて行わせ

るものとし、回答の内容が、申告税額に影響を及ぼすおそれがある場

合には、当該回答の内容が軽微なものである場合を除き、照会の概要

及び回答内容等のポイントを「口頭照会に対する回答記録票」（Ｃ－

1000－4）にとどめ、統括審査官の確認を受けるものとする。 

(ﾊ) 上記(ｲ)（同(ﾛ)において準用する場合を含む。）により照会書を提

出させる場合には、当該照会書の各欄に必要事項を可能な限り記載さ

せるほか、照会事項である関税率表適用上の所属区分等を決定するた

めに必要があると認められる当該貨物の製法、性状、成分割合、構造、

機能、用途、包装等について記載させ、原産地に関する照会にあつて

は、関係する国における加工、製造に関する事項について記載させる

ものとし、また、当該貨物の関税率表適用上の所属区分、原産地認定

等について照会者に意見があるときは、当該意見を記載させ、必要に

応じ、その根拠等について説明を受けるものとする。上記(ｲ)により適

宜の様式による照会に係る書面を提出させる場合又は上記(ﾛ)により

口頭による照会を行わせる場合においても、これに準じて取り扱うも

のとする。 

なお、照会者が、当該貨物の製法、性状、関係する国における加工、

製造に関する事項等のうち、いかなる事項を提供すべきか明らかでな

い場合には、照会事項に照らし、適切な助言を与えるよう努めるもの

とする。 

(ﾆ) 及び(ﾎ) （省 略） 

ロ 照会書の提出があつた場合において、当該照会書に記載された商品説

明が不十分であるため、照会事項である関税率表適用上の所属区分等を

決定することが困難であると認められるときは、書面による補足説明を

可及的速やかに行わせるものとし、その方法は、次のいずれかによるも

のとする。 

(ｲ) 「事前教示に係る補足説明書」（Ｃ－1002）（以下「補足説明書」と

いう。）の「質問事項」の欄に質問すべき事項を記載して照会者に交付

し又は送達し、「補足説明事項」の欄に必要事項を記載させた上、提出

又は送達するものとする。 

(ﾛ) 上記(ｲ)以外の場合には、口頭により照会を行わせ、口頭により回

答を行う。ただし、照会に係る貨物を的確に把握し、適切な回答を行

うために特に必要があると認められるときは、照会書を 1通提出させ、

回答の内容が、申告税額に影響を及ぼすおそれがある場合には、当該

回答の内容が軽微なものである場合を除き、照会の概要及び回答内容

等のポイントを「口頭照会に対する回答記録票」（Ｃ第 1000 号－4）に

とどめ、統括審査官の確認を受けるものとする。 

 

(ﾊ) 上記(ｲ)又は(ﾛ)により照会書を提出させる場合には、当該照会書の

各欄に必要事項を可能な限り記載させるほか、照会事項である関税率

表適用上の所属区分等を決定するために必要があると認められる当該

貨物の製法、性状、成分割合、構造、機能、用途、包装等について記

載させるものとし、また、当該貨物の関税率表適用上の所属区分等に

ついて照会者に意見があるときは、当該意見を記載させ、必要に応じ、

その根拠等について説明を受けるものとする。上記(ｲ)により適宜の様

式による照会書を提出させる場合又は上記(ﾛ)により口頭による照会

を行わせる場合においても、これに準じて取り扱うものとする。 

 

 

なお、照会者にとつて、当該貨物の製法、性状等のうち、いかなる

事項を提供すべきか明らかでない場合には、照会事項に照らし、適切

な助言を与えるよう努めるものとする。 

 

(ﾆ)及び(ﾎ) （同 左） 

ロ 照会書の提出があつた場合において、当該照会書に記載された商品説

明が不十分であるため、照会事項である関税率表適用上の所属区分等を

決定することが困難であると認められるときは、書面により補足説明を

行わせるものとし、その方法は、次のいずれかによるものとする。 

 

(ｲ) 「事前教示に係る補足説明書」（Ｃ第 1002 号）「以下「補足説明書」

という。）の「質問事項」欄に質問すべき事項を記載して照会者に交付

し又は送達し、「補足説明事項」欄に必要事項を記載させた上、提出さ
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させる。 

(ﾛ) （省 略） 

なお、補足説明書の提出があつた場合には、補足説明書は提出済の照

会書と割印をし、保管する。回答の際には、割印済の照会書の写し及び

補足説明書の写しを、回答書とともに交付し又は送達するものとする。

また、適宜の様式による補足説明があつた場合には、回答書にこれを転

記するものとする。 

ハ 上記ロにより補足説明を求めるに当たつては、予め必要な補足説明の

内容について十分説明し、照会者が補足説明に不要な時間を消費しない

ように努めるものとする。また、当該補足説明に必要な調査期間等を勘

案して適当と認められる期限を付しておくものとし、当該期限を徒過し、

適宜催告を行つた後においても補足説明がない場合には、照会者に対し、

回答不能として処理する旨通知するものとする。また、補足説明が不十

分な場合にも、原則として、同様に処理するものとする。 

ニ 法令（条約、法律、政令、省令及び告示をいう。以下この項及び後記 7

－18 において同じ。）及び通達（関税率表解説（平成 13年 11 月 26 日財

関第 950 号）及び分類例規（昭和 62 年 12 月 23 日蔵関第 1299 号）をい

う。以下この項及び後記 7－19 において同じ。）の改正により、以前に書

面又は口頭により行つた回答が影響を受ける場合であつても、その旨通

知することを要しない。ただし、照会者からの法令及び通達の改正によ

り回答が影響を受けるか否かについて照会があつた場合には、適切な回

答を行うものとする。 

ホ 法令及び通達の改正以外の理由により、以前に書面により行つた回答

を変更し、又は撤回する場合の手続は、次による。 

(ｲ) 法令及び通達の解釈の変更により、以前に書面により行つた回答を

変更する場合には、照会者に対し、交付又は送達済の回答書にかわる

「事前教示回答書（変更通知書兼用）」（Ｃ－1000－1）（原産地に関す

る回答の場合には、「事前教示回答書（変更通知書兼用）（原産地照会

用）」（Ｃ－1000－3）とする。以下「変更通知書」という。）に変更の

理由その他必要事項を記載し、押印した上、これを原本として照会書

の写しとともに交付し又は送達することによりその旨通知するものと

し、交付又は送達済の回答書を返付させるものとする。 

ただし、当該変更により、照会者が不利となる場合において、契約

せる。 

(ﾛ) （同 左） 

なお、補足説明書の提出があつた場合には、上記イの(ｲ)に係る照会に

おいては、補足説明書は提出済の照会書と割印をし保管する。回答の際

には、割印済である照会書と補足説明書のそれぞれの写しを、回答書に

添付して交付し又は送達するものとする。また、適宜の様式による補足

説明があつた場合には、回答書にこれを転記するものとする。 

ハ 上記ロにより補足説明を求めるに当たつては、当該補足説明に必要な

調査期間等を勘案して適当と認められる期限を付しておくものとし、当

該期限を徒過し、適宜催告を行つた後においても補足説明がない場合に

は、照会者に対し、回答不能として処理する旨通知するものとする。ま

た、補足説明が不十分な場合にも、原則として、同様に処理するものと

する。 

 

ニ 法令（条約、法律、政令、省令及び告示をいう。以下この項及び後記 7

－18 において同じ。）及び通達（関税率表解説（平成 13年 11月 26 日財

関第 950 号）及び分類例規（昭和 62 年 12 月 23 日蔵関第 1299 号）をい

う。以下、この項及び後記 7－19 において同じ。）の改正により、以前に

書面又は口頭により行つた回答が影響を受ける場合には、その旨通知す

ることを要しない。ただし、照会者からの法令及び通達の改正により回

答が影響を受けるか否かについて照会があつた場合には、適切な回答を

行うものとする。 

ホ 法令及び通達の改正以外の理由により、以前に書面により行つた回答

を変更し、又は撤回する場合の手続は、次による。 

(ｲ) 法令及び通達の解釈の変更により、以前に書面により行つた回答を

変更する場合には、照会者に対し、交付又は送達済の回答書にかわる

変更の理由その他必要事項を記載した変更通知書を新たに発出するこ

とにより行うものとする。さらに照会書と変更通知書が同一案件であ

ることを確保するため、照会書及び変更通知書には従前の登録番号と

同じ登録番号を付し、これを原本として照会書の写しとともに交付し

又は送達することによりその旨通知するものとし、発出済の回答書を

返付させるものとする。 

ただし、当該変更により、照会者が不利となる場合において、契約
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書その他これに類する書類により、当該照会者が既に当該回答書に基づ

き取引を開始したこと及び当該変更により当該照会者が損害をこうむ

ることとなることが証明され、かつ、当該回答書を受けたことを奇貨と

して当該取引を開始したものではないと認められるときは、原則とし

て、当該回答書に、「変更前扱い」と朱書するとともに、当該変更年月

日、当該取引に係る契約番号、当該契約に基づく輸入予定数量（発生数

量を限度とする。）、輸入予定期間（当該変更を行つた日から 3ヶ月を経

過する日までを限度とする。）及び通関予定官署名等を朱書し、押印し

た上、これを再交付し又は再送達するものとする。また、輸入予定期間

経過後は当該回答書は返付させ、これにかわる変更通知書を交付し又は

送達するものとする。 

(ﾛ) その他の理由により、以前に書面により行つた回答を撤回する場合

には、照会者に対し、適宜の様式による書面により撤回の理由及び新

たな回答が行われた旨を通知するものとし、交付又は送達済の回答書

を返付させるものとする。この場合にあつては、変更通知書に当該撤

回に係る貨物の新たな関税率表適用上の所属区分その他必要事項を記

載し、押印した上、これを原本として、交付又は送達済の回答書の返

付を確認後、照会書の写しとともに交付し又は送達するものとする。 

 

 

 

なお、上記(ｲ)により交付又は送達した変更通知書を変更し又は撤回す

る場合及び上記(ﾛ)により交付又は送達した変更通知書を変更し又は撤

回する場合の手続きは、上記(ｲ)又は(ﾛ)によるものとし、また、口頭に

より回答を行つた場合において、当該回答を変更し又は撤回する必要が

あると認められるときは、照会者に対し、口頭により、その旨通知する

よう努めるものとする。 

ただし、当該変更し又は撤回する場合の手続は、その発出日（再交付

し又は再送達したものにあつては、その最初の発出日）から 3 年以内の

回答又は変更通知について行うものとし、3 年を経過したものについて

は、不要とする。 

（削 除） 

 

書その他これに類する書類により、当該照会者が既に当該回答書に基づ

き取引を開始したこと及び当該変更により当該照会者が損害をこうむ

ることとなることが証明され、かつ、当該回答書を受けたことを奇貨と

して当該取引を開始したものではないと認められるときは、原則とし

て、当該回答書に、「変更前扱い」と朱書するとともに、当該変更年月

日、当該取引に係る契約番号、当該契約に基づく輸入予定数量（発生数

量を限度とする。）、輸入予定期間（当該変更を行つた日から 3ヶ月を経

過する日までを限度とする。）及び通関予定官署名等を朱書し、押印し

た上、これを再交付し又は再送達するものとする。また、輸入予定期間

経過後は当該回答書は返付させ、これにかわる変更通知書を発出するも

のとする。 

(ﾛ) その他の理由により、以前に書面により行つた回答を撤回する場合

には、照会者に対し、適宜の様式により撤回の理由及び新たな回答が

行われた旨を通知するものとし、発出済の回答書を返付させるものと

する。この場合、当該通知に併せて、当該撤回に係る貨物の新たな関

税率表適用上の所属区分等を発出済の回答書にかわる変更の理由その

他必要事項を記載した変更通知書を新たに発出することにより行うも

のとする。さらに照会書と回答書が同一案件であることを確保するた

め、照会書及び変更通知書には従前の登録番号と同じ登録番号を付し、

これを原本として、発出済の回答書の返付の確認後、照会書の写しと

ともに交付し又は送達するものとする。 

なお、上記(ｲ)により発出した変更通知書を変更し、又は撤回する場合

及び上記(ﾛ)により発出した事前教示回答書を変更し又は撤回する場合

の手続きは、上記(ｲ)又は(ﾛ)によるものとし、また、口頭により回答を

行つた場合において、当該回答を変更し、又は撤回する必要があると認

められるときは、照会者に対し、口頭により、その旨通知するよう努め

るものとする。 

ただし、上記の変更又は撤回の手続は、その発出日（再交付し又は再

送達したものにあつては、その最初の発出日）から 3 年以内の回答又は

変更通知について行うものとし、3年を経過したものについては、不要と

する。 

ヘ 記載済の回答書（写）及び変更通知書（写）等は、見本その他の参考

資料とともに保管する。また、既に変更通知書が発出され失効した回答
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(2) （省 略） 

(3) 上記(1)（同(2)のロにより準用する場合を含む。）の照会に対する事前

教示回答書に関する異議の申出 

イ 以前に書面により行つた回答（変更通知を含む。）（以下「回答等」と

いう。）における関税率表適用上の所属区分又は原産地について、照会

者が異議を有し当該所属区分又は原産地について再検討を希望する場

合には、「事前教示回答書（変更通知書）に関する異議の申出書」（Ｃ－

1001）（以下「申出書」という。）を 1通提出することにより行わせる。

申出書の提出を受けた税関は、当該申出書の写しの「回答書」の欄に必

要事項を記載し、その写しに押印した上、これを原本として交付し又は

送達することにより回答するものとする。 

再検討の結果、回答等における関税率表適用上の所属区分又は原産地

を変更又は撤回する場合は、前記(1)のホに準じて変更通知書又は回答書

を作成し、これを当該原本とともに交付し又は送達することにより回答

するものとする。 

ただし、申出書を使用しないことについてやむを得ない理由があると

認められる場合には、適宜の様式による申出に係る書面を提出すること

により申出を行わせることとし、適宜の様式による回答に係る書面によ

り回答するものとする。この場合にあつては、当該回答に係る書面には、

原則として、当該適宜の様式による申出に係る書面に記載された必要事

項を転記するほか、申出書の「回答書」の欄についての注意事項を適宜

付記しておくものとする。 

ロ 上記イにより申出書を提出させる場合には、当該申出書の申出書欄の

「理由」の欄に可能な限り具体的な理由を記載させるものとする。上記

イにより適宜の様式による申出に係る書面を提出させる場合において

も、これに準じて取り扱うものとする。 

(4) 関税評価に係る事前教示 

 関税評価に係る事前教示については、「関税評価に係る事前教示制度に

ついて」（平成 17 年６月 21 日財関第 806 号）に定める。 

 

書（写）等は失効したことがわかるように保管するものとする。また、

口頭により照会を行わせた場合においても、必要に応じ、照会者、照会

事項、回答の内容、回答者等を記録にとどめる。 

(2) （同 左） 

(3) 上記(1)及び(2)の照会に対する事前教示回答書に関する異議の申出 

 

イ 以前に書面により行つた回答（変更通知を含む。）（以下、「回答等」と

いう。）における関税率表適用上の所属区分又は原産地について、照会者

が異議を有し当該所属区分又は原産地について再検討を希望する場合に

は、「事前教示回答書に関する異議の申出書・回答書」（Ｃ－1001）（以下、

「申出書・回答書」という。）を 1通提出することにより申出を行わせ、

当該申出書・回答書の写しの回答欄に必要事項を記載し、その写しに押

印の上、これを原本として交付し又は送達することにより回答するもの

とする。 

再検討の結果、回答等における関税率表適用上の所属区分又は原産地

を変更又は撤回する場合は、前記(1)のホに準じて変更通知書又は事前教

示回答書を作成しこれを当該原本に添付した上、これらを交付し又は送

達することにより回答するものとする。 

ただし、申出書・回答書を使用しないことについてやむを得ない理由

があると認められる場合には、適宜の様式による申出書を提出すること

により申出を行わせ、適宜の様式による回答書をもつて回答するものと

し、この場合においては、当該回答書には、原則として、当該申出書に

記載された必要事項を転記するほか、申出書・回答書の回答書欄につい

ての注意事項を適宜付記しておくものとする。 

 

ロ 上記イにより申出書・回答書を提出させる場合には、当該申出書・回

答書の申出書欄の「理由」の欄に可能な限り具体的な理由を記載させる

ものとする。上記イにより適宜の様式による申出書を提出させる場合に

おいても、これに準じて取り扱うものとする。 

(4) 関税評価に係る事前教示 

イ 具体的な輸入予定のある貨物の関税評価に係る事前教示については、

原則として後記 7－20（個別評価申告書の事前審査）及び 7－21（個別

評価申告書の事前審査の手続等）の規定により行うものとする。 
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(5) 上記(1)及び(4)以外の照会については、特に書面による回答を求められ

た場合を除き、口頭により照会を行わせ、口頭により回答を行うものとし、

軽微なものを除き、その内容を記録にとどめる。 

 

（納税申告等に係る事前教示等を行うに当たつての留意事項） 

7―18 前記 7－17 の(1)又は(2)により事前教示を行うに当たつては、また、同

(3)により異議の申出を受けるに当たつては、次の事項に留意するものとす

る。 

(1) ～(3) （省 略） 

(4) 書面により照会が行われる際及びこれに対する回答を行う際には、照会

者に対し、照会書及び回答書の注意事項につき十分説明するとともに、注

意を喚起しておくものとする。 

(5)及び(6) （省 略） 

(7) 異議の申出は、前記 7－17 の(1)又は(2)により書面による事前教示の回

答（変更又は撤回を含む。）を受けた者又はその代理人に行わせるものとす

る。 

(8) 異議の申出は、当該申出に係る回答書（変更通知書を含む。）の交付又

は送達を行つた税関に対して行わせるものとする。 

(9) 異議の申出は、当該申出に係る回答書（変更通知書を含む。）の交付又

は送達のあつた日の翌日から起算して 2 月以内においてのみ受け付けるも

のとする。 

 

（輸入（納税）申告書に添付された回答書等の取扱い） 

7―19 輸入（納税）申告書に添付された回答書及び変更通知書の取扱いは次に

ロ 上記イによらない関税評価に係る事前教示については、適宜の様式の

書面により照会を行わせることとし、書面により回答を行うものとす

る。 

ただし、紹介者が書面による照会を希望しない場合は、適宜口頭によ

る回答を行つて差し支えないが、軽微なものを除き、その内容を記録に

とどめる。 

ハ 上記イ及びロによる回答（口頭による回答を除く。）に対し照会者が異

議を有し、当該回答の再検討を希望する場合の手続については、上記(3)

に準ずるものとする。 

(5) 上記(1)及び(4)以外の照会については、特に書面による回答を求められ

た場合を除き、口頭により照会を行わせ、口頭により回答を行うものとし、

軽微なものを除き、その内容を記録にとどめる。 

 

（納税申告等に係る事前教示等を行うに当たつての留意事項） 

7―18 前記 7－17 の(1)又は(2)により事前教示を行うに当たつては、また、(3)

により異議の申出を受けるに当たつては、次の事項に留意するものとする。 

 

(1)～(3) （同 左） 

(4) 書面により回答を行う場合には、照会者に対し、照会書及び回答書の注

意事項につき十分説明するとともに、注意を喚起しておくものとする。 

 

(5)及び(6) （同 左） 

(7) 異議の申出は、前記 7－17 の(1)又は(2)により書面による事前教示回答

（変更通知を含む。）を受けた者又はその代理人に行わせるものとする。 

(8) 異議の申出は、当該申出に係る事前教示回答書（変更通知書を含む。）

の発出を行つた税関に対して行わせるものとする。 

(9) 異議の申出は、当該申出に係る事前教示回答書（変更通知書を含む。）

の交付又は送達のあつた日の翌日から起算して 2 月以内においてのみ受け

付けるものとする。 

 

 

（輸入（納税）申告書に添付された回答書等の取扱い） 

7―19 輸入（納税）申告書に添付された照会書・回答書等の取扱いは次による
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よるものとする。 

(1) 輸入（納税）申告書に、前記 7－17 の(1)のイの(ｲ)（同(2)において準

用する場合を含む。）若しくは同(1)のホの(ﾛ)により申告者に対して交付又

は送達された回答書又は同(1)のホの(ｲ)（同(2)及び(3)において準用する

場合を含む。）により申告者に対して交付又は送達された変更通知書（以下

「回答書等」という。）が添付されている場合には、当該申告書の審査上、

当該回答書等（下記(2)に該当するものを除く。）に記載された関税率表適

用上の所属区分、関税率、統計品目番号及び原産地（以下「関税率等」と

いう。）を尊重するものとし、この場合においては、必要に応じ、当該回答

書等について前記 7－17 の(1)のホ（同(2)及び(3)において準用する場合を

含む。）により変更又は撤回の通知が行われていないことについて確認して

おくものとする。また、事前教示の対象となつた貨物と輸入申告されてい

る貨物が同一の貨物であるかについても、必要に応じ登録番号の記載され

た照会書の写しの提示を求める等により確認しておくものとする。なお、

当該回答書等の内容に疑義がある場合には、当該回答書等を交付又は送達

を行つた事前教示担当部門と協議するものとする。 

(2) 次のいずれかに該当する回答書等に記載された関税率等は、その該当す

る限度において、輸入（納税）申告書の審査上、尊重しないものとし、当

該回答書等は、当該申告書の審査を終了した後、返付させるものとする。

イ 交付又は送達のあつた日（再交付し又は再送達したものにあつては、

その最初の発出日）から 3年を経過した回答書等 

ロ～ニ （省 略） 

ホ 上記イからニまでのいずれにも該当しない回答書等で、次に掲げるも

の。 

(ｲ) 前記 7－17 の(1)のホ（同(2)及び(3)において準用する場合を含む。）

による変更又は撤回の通知が行われた回答書等（ただし、同(1)のホ（同

(2)及び(3)において準用する場合を含む。）による「変更前扱い」等の

朱書及び押印のある回答書等については、申告者が当該回答書等の再

交付又は再送達を受けたことを奇貨として輸入（納税）申告を行つた

ものではないと認められるときは、当該回答書等に記載されている前

記 7－17の(1)のホの(ｲ)により認められた輸入予定期間以内に輸入（納

税）申告されたものについて、当該回答書等に朱書されている輸入予

定数量以内のものに限り、輸入（納税）申告書の審査上、当該回答書

ものとする。 

(1) 輸入（納税）申告書に、前記 7－17 の(1)のイの(ｲ)（同(2)において準

用する場合を含む。）若しくは同(1)のホの(ﾛ)により申告者に対して発出さ

れた回答書又は同(1)のホの(ｲ)（同(2)及び(3)において準用する場合を含

む。）により申告者に対して発出された変更通知書（以下これらを併せて「回

答書等」という。）が添付されている場合には、当該申告書の審査上、当該

回答書等（下記(2)に該当するものを除く。）に記載された関税率表適用上

の所属区分、関税率、統計品目番号及び原産地（以下「関税率等」という。）

を尊重するものとし、この場合においては、必要に応じ、当該回答書等に

ついて前記 7－17 の(1)のホ（同(2)及び(3)において準用する場合を含む。）

により変更又は撤回の通知が行われていないことについて確認しておくも

のとする。また、事前教示の対象となった貨物と輸入申告されている貨物

が同一の貨物であるかについても、必要に応じ登録番号の記載された事前

教示照会書の写しの提示を求める等により確認しておくものとする。なお、

当該回答書等の内容に疑義がある場合には、当該回答書等を発出した事前

教示担当部門と協議するものとする。 

(2) 次のいずれかに該当する回答書等に記載された関税率等は、その該当す

る限度において、輸入（納税）申告書の審査上、尊重しないものとし、当

該回答書等は、当該申告書の審査を終了した後、返付させるものとする。 

イ その発出日（再交付し又は再送達したものにあつては、その最初の発

出日）から 3年を経過した回答書等 

ロ～ニ （同 左） 

ホ 上記イからニまでのいずれにも該当しない回答書等で、次に掲げるも

の。 

(ｲ) 前記 7－17 の(1)のホ（同(2)及び(3)において準用する場合を含む。）

による変更又は撤回の通知が行われた回答書等（ただし、同(1)のホ（同

(2)及び(3)において準用する場合を含む。）による「変更前扱い」等の

朱書及び押印のある回答書等については、申告者が当該回答書等の再

交付又は再送達を受けたことを奇貨として輸入（納税）申告を行つた

ものではないと認められるときは、当該回答書等に記載されている前

記 7－17の(1)のホの(ｲ)により認められた輸入予定期間以内に輸入（納

税）申告されたものについて、当該回答書等に朱書されている輸入予

定数量以内のものに限り、輸入（納税）申告書の審査上、当該回答書
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等（写しを除く。）に記載された関税率等を尊重するものとし、この場

合にあつては、審査終了の際、当該回答書等に申告年月日、申告番号、

申告数量を朱書し、審査印を押なつした上、これを返還するものとす

る。 

なお、当該申告以降において輸入申告が予定されていない場合又は

前記 7－17 の(1)のホの(ｲ)により認められた輸入予定期間を経過し若

しくは輸入予定数量の残量が無くなつた場合には当該回答書等は返付

させるものとする。） 

(ﾛ) （省 略） 

 

（関税率表及び原産地の統一的適用） 

7―22 関税率表及び原産地の統一的適用に関する取扱いは、次による。 

(1) 輸入申告に係る関税率表及び原産地の統一的適用 

イ 所属区分及び原産地の審査上参考となる事項の確認 

(ｲ) 輸入申告の際、当該申告に係る貨物の関税率表適用上の所属区分及

び原産地（以下この項において「所属区分等」という。）の審査上参考

となる事項（当該貨物の申告税関又は申告税関以外の税関において適

用された所属区分等、事前教示実績に係る所属区分等、外国における

取扱い例その他の参考事項をいう。以下この項において同じ。）がある

場合には、申告者に当該事項を輸入（納税）申告書の税関記入欄に記

載させるものとする。 

(ﾛ) 上記(ｲ) の記載は、輸入申告の際に判明している限度において行わ

せるものであり、原則として、申告者にそのための特別な調査又は資

料提供を要求するものではない。 

なお、輸入（納税）申告書の税関記入欄に当該記載がない場合にお

いても、輸入申告に係る貨物の所属区分等の審査上参考となる事項を聴

取することが必要と認められるときは、当該事項の有無を確認し、必要

に応じ、輸入（納税）申告書の税関記入欄に記載させるものとする。 

(ﾊ) 上記(ｲ)及び(ﾛ)の記載は、継続的に輸入される貨物で、その所属区

分等が明確なもの、スポット的に輸入される貨物であつてもその所属

区分等につき疑義がないもの、包括審査済貨物その他関税率表及び原

産地の適用上不統一を生ずるおそれが少ないと認められる貨物につい

ては要しないものとする。 

等（写しを除く。）に記載された関税率等を尊重するものとし、この場

合にあつては、審査終了の際、当該回答書等に申告年月日、申告番号、

申告数量を朱書し、審査印を押なつした上、これを返還するものとす

る。 

なお、当該申告以降において輸入申告が予定されていない場合又は

前記 7－17 の(1)のホの(ｲ)により認められた輸入予定期間を経過し若

しくは輸入予定数量の残量が無くなった場合には当該回答書等は返付

させるものとする。） 

(ﾛ) （同 左） 

 

（関税率表の統一的適用） 

7―22 関税率表の統一的適用に関する取扱いは、次による。 

(1) 輸入申告に係る関税率表の統一的適用 

イ 所属区分の審査上参考となる事項の確認 

(ｲ) 輸入申告の際、当該申告に係る貨物の関税率表適用上の所属区分（以

下この項において「所属区分」という。）の審査上参考となる事項（当

該貨物の申告税関又は申告税関以外の税関において適用された所属区

分、事前教示実績に係る所属区分、外国における取扱い例その他の参

考事項をいう。以下この項において同じ。）がある場合には、申告者に

当該事項を輸入（納税）申告書の税関記入欄に記載させるものとする。 

 

(ﾛ) 上記(ｲ) の記載は、輸入申告の際に判明している限度において行わ

せるものであり、原則として、申告者にそのための特別な調査又は資

料提供を要求するものではない。 

なお、輸入（納税）申告書の税関記入欄に当該記載がない場合にお

いても、輸入申告に係る貨物の所属区分の審査上参考となる事項を聴取

することが必要と認められるときは、当該事項の有無を確認し、必要に

応じ、輸入（納税）申告書の税関記入欄に記載させるものとする。 

(ﾊ) 上記(ｲ)及び(ﾛ)の記載は、継続的に輸入される貨物で、その所属区

分が明確なもの、スポット的に輸入される貨物であってもその所属区

分につき疑義がないもの、包括審査済貨物その他関税率表の適用上不

統一を生ずるおそれが少ないと認められる貨物については要しないも

のとする。 
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(ﾆ) 通関業者が輸入者から貨物（上記(ﾊ)に掲げるものを除く。）の通関

に係る依頼を受ける場合には、極力、当該貨物の所属区分等の審査上

参考となる事項の聴取に努めるよう、指導する。 

ロ 関係部門の協議及び通関処理 

(ｲ) 輸入申告に係る貨物の所属区分等について慎重に検討する必要があ

ると認められる場合には、当該輸入申告の審査担当職員は、自部門の

統括審査官にその旨報告するものとする。（なお、上記イにより記載さ

せた事項は、所属区分等の検討の際に考慮するものとする。） 

(ﾛ) 上記(ｲ)の報告がなされた貨物が次のいずれかに該当する場合には、

統括審査官は、関税率表の解釈及び適用に係るものについては、自関

の関税鑑査官と、原産地認定の解釈及び適用に係るものについては、

自関の原産地調査官とそれぞれ協議の上、処理するものとする。 

ⅰ 所属区分等につき、申告税関又は申告税関以外の税関の実績と不統

一があり又は不統一が生ずるおそれのある貨物 

ⅱ 所属区分等につき、申告者と意見が一致しない貨物 

ⅲ 新規に輸入される貨物（関税率表又は原産地の適用に係る決定が容

易なものを除く。） 

ⅳ 所属区分等につき、従来の取扱いを変更しようとする貨物（明白な

誤りを訂正する場合等を除く。） 

ⅴ （省 略） 

(ﾊ) 上記(ﾛ)の協議を受けた関税鑑査官又は原産地調査官は、必要に応

じ、関係する自関他部門の統括審査官又は他関の関税鑑査官又は原産

地調査官に協議するものとする。 

(ﾆ) 上記(ｲ)により所属区分等について慎重に検討する必要があると認

められる輸入申告については、貨物の引取要件を満たしている限り、

原則として、事後審査扱いにより処理するものとする。 

(ﾎ) 所属区分等について検討を行うに当たつては、原則として、申告者

の意見を聴取しておくものとし、当該検討により決定される所属区分

等が申告者の意見と相違するものである場合には、原則として、申告

者にその根拠をできる限り具体的に説明するものとする。 

(2) 総括関税鑑査官及び総括原産地調査官との協議等 

イ 総括関税鑑査官及び総括原産地調査官との協議 

輸入申告に係る貨物の所属区分等を審査し又は決定するために必要な

(ﾆ) 通関業者が輸入者から貨物（上記(ﾊ)に掲げるものを除く。）の通関

に係る依頼を受ける場合には、極力、当該貨物の所属区分の審査上参

考となる事項の聴取に努めるよう、指導する。 

ロ 関係部門の協議及び通関処理 

(ｲ) 輸入申告に係る貨物の所属区分について慎重に検討する必要がある

と認められる場合には、当該輸入申告の審査担当職員は、自部門の統

括審査官にその旨報告するものとする。（なお、上記イにより記載させ

た事項は、所属区分の検討の際に考慮するものとする。） 

(ﾛ) 上記(ｲ)の報告がなされた貨物が次のいずれかに該当する場合には、

統括審査官は、自関の関税鑑査官と協議の上、処理するものとする。 

 

 

ⅰ 所属区分につき、申告税関又は申告税関以外の税関の実績と不統一

があり又は不統一が生ずるおそれのある貨物 

ⅱ 所属区分につき、申告者と意見が一致しない貨物 

ⅲ 新規に輸入される貨物（関税率表の適用に係る決定が容易なものを

除く。） 

ⅳ 所属区分につき、従来の取扱いを変更しようとする貨物（明白な誤

りを訂正する場合等を除く。） 

ⅴ （同 左） 

(ﾊ) 上記(ﾛ)の協議を受けた関税鑑査官は、必要に応じ、関係する自関他

部門の統括審査官又は他関の関税鑑査官に協議するものとする。 

 

(ﾆ) 上記(ｲ)により所属区分について慎重に検討する必要があると認め

られる輸入申告については、貨物の引取要件を満たしている限り、原

則として、事後審査扱いにより処理するものとする。 

(ﾎ) 所属区分について検討を行うに当たっては、原則として、申告者の

意見を聴取しておくものとし、当該検討により決定される所属区分が

申告者の意見と相違するものである場合には、原則として、申告者に

その根拠をできる限り具体的に説明するものとする。 

(2) 総括関税鑑査官との協議等 

イ 総括関税鑑査官との協議 

輸入申告に係る貨物の所属区分を審査し又は決定するために必要な事
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事務は、前記(1)に定めるとおり、当該輸入申告を受理した税関が行うも

のとする。ただし、当該貨物が次のいずれかの貨物に該当する場合には、

関税率表の統一的な解釈及び適用に関するものについては、総括関税鑑査

官と、原産地認定の統一的な解釈及び適用に関するものについては、総括

原産地調査官とそれぞれ協議を行い、その協議の結果を当該貨物の所属区

分等の決定とするものとする。 

(ｲ) 所属区分等につき、2以上の税関の意見が相違する貨物 

(ﾛ) 所属区分等につき、申告者が税関と異なる意見を有し、特に慎重に

検討する必要があると認められる貨物 

(ﾊ) 新規に輸入される貨物であつて、関税率表及び原産地の適用に係る

決定が困難なもの 

(ﾆ) 従前に適用した所属区分等について疑義が生じ、これと異なる所属

区分等を適用することについて特に慎重に検討する必要があると認め

られる貨物 

(ﾎ) その他所属区分等について特に慎重に検討する必要があると認めら

れる貨物 

ロ 協議要領 

上記の協議に係る事務は、次の要領により行うものとする。 

(ｲ) 当該協議は、原則として、相互に関税鑑査官又は原産地調査官を通

じて行うものとし、総括関税鑑査官又は総括原産地調査官は、当該協

議を受けたときは、必要に応じ、その他の税関における取扱い等につ

き、把握した上、可及的速やかに処理するものとする。 

(ﾛ) 当該協議を行った貨物の所属区分等を決定するために必要な分析、

検査その他の事実確認は、原則として、当該貨物に係る輸入申告を受

理した税関が行うものとする。 

(ﾊ) （省 略） 

ハ （省 略） 

ニ 総括関税鑑査官による情報の提供等 

(ｲ) 総括関税鑑査官は、上記イの協議対象貨物以外の貨物についても税

関から関税率表の解釈及び適用に関する照会を受けた場合には、可及

的速やかに参考となる情報を提供するよう努めるものとする。 

(ﾛ) 税関は、総括関税鑑査官における上記(ｲ)の機能を円滑に推進させる

ため、下記(3)のイの(ｲ)及び(ﾛ)に定める通報のほか、総括関税鑑査官

務は、前記(1)に定めるとおり、当該輸入申告を受理した税関が行うもの

とする。ただし、当該貨物が次のいずれかの貨物に該当する場合には、総

括関税鑑査官との協議の結果を当該貨物の所属区分の決定とするものと

する。 

 

 

(ｲ) 所属区分につき、2以上の税関の意見が相違する貨物 

(ﾛ) 所属区分につき、申告者が税関と異なる意見を有し、特に慎重に検

討する必要があると認められる貨物 

(ﾊ) 新規に輸入される貨物であって、関税率表の適用に係る決定が困難

なもの 

(ﾆ) 従前に適用した所属区分について疑義が生じ、これと異なる所属区

分を適用することについて特に慎重に検討する必要があると認められ

る貨物 

(ﾎ) その他所属区分について特に慎重に検討する必要があると認められ

る貨物 

ロ 協議事項 

上記の協議に係る事務は、次の要領により行うものとする。 

(ｲ) 当該協議は、原則として、相互に関税鑑査官を通じて行うものとし、

総括関税鑑査官は、当該協議を受けたときは、必要に応じ、その他の

税関における取扱い等につき、把握した上、可及的速やかに処理する

ものとする。 

(ﾛ) 当該協議を行った貨物の所属区分を決定するために必要な分析、検

査その他の事実確認は、原則として、当該貨物に係る輸入申告を受理

した税関が行うものとする。 

(ﾊ) （同 左） 

ハ （同 左） 

ニ 総括関税鑑査官による情報の提供等 

(ｲ) 総括関税鑑査官は、上記イの協議対象貨物以外の貨物についても各

税関から関税率表の解釈及び適用に関する照会を受けた場合には、可

及的速やかに参考となる情報を提供するよう努めるものとする。 

(ﾛ) 各税関は、総括関税鑑査官における上記(ｲ)の機能を円滑に推進させ

るため、下記(3)のイの(ｲ)及び(ﾛ)に定める通報のほか、総括関税鑑査
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に対し、輸入実績その他参考となる情報を適宜の方法により提供する

ものとする。 

(ﾊ) （省 略） 

ホ 総括関税鑑査官は、関税率表のなお一層の統一的な解釈及び適用を図

るため、事例集その他の参考資料を作成し、本省及び他関に配布するも

のとする。（システムに登録されている情報を除く。） 

ヘ 総括原産地調査官は、原産地に係るものについて、上記ハ、ニ及びホ

に準じて行うものとする。この場合において、「総括関税鑑査官」とあ

るのは「総括原産地調査官」と、「関税率表」とあるのは「原産地認定」

と読み替えるものとする。 

 (3) 通関実績等の通報等 

イ 通関実績等の通報 

(ｲ) 税関は、自関で取り扱つた輸入実績のうち、次に掲げるものについ

ては、毎月（又は必要に応じ直ちに）、本省、関税中央分析所及び他関

に対し通報するものとする。 

ⅰ 所属区分又は原産地を決定するため総括関税鑑査官又は総括原産

地調査官に協議した貨物に係る実績 

ⅱ 新規に輸入された貨物に係る実績（関税率表及び原産地の適用に係

る決定が容易なものを除く。）  

ⅲ その他所属区分又は原産地に係る通報が他関の参考になると認め

られる貨物に係る実績 

(ﾛ) 税関は、自関の部内会議又は他関との合同会議により、貨物の所属

区分等について検討した場合には、当該会議の議事結果について、適

宜、本省及び他関に通報するものとする。 

(ﾊ) 上記(ｲ)及び(ﾛ)により他関から通報を受けた実績に係る所属区分等

と自関の輸入実績に係る所属区分等とが相違すること等の理由によ

り、所属区分等について慎重に検討する必要があると認められる場合

には、上記(1)のロに準じて処理するものとする。 

ロ 不統一等の防止 

(ｲ) 税関は、所属区分等について不統一等を生じ易い品目の中から、調

査対象品目を選定し、所属区分等の不統一の有無について適宜調査を

実施し、その結果、所属区分等について慎重に検討する必要があると

認められる場合には、前記(1)のロに準じて処理するものとする。 

官に対し、輸入実績その他参考となる情報を適宜の方法により提供す

るものとする。 

(ﾊ) （同 左） 

ホ 総括関税鑑査官は、関税率表のなお一層の統一的な解釈及び適用を図

るため、分類事例集その他の参考資料を作成し、本省及び他関に配布す

るものとする。（画像情報検索システムに登録されている情報を除く。） 

 

 

 

 

(3) 通関実績等の通報等 

イ 通関実績等の通報 

(ｲ) 各税関は、自関で取り扱った輸入実績のうち、次に掲げるものにつ

いては、毎月（又は必要に応じ直ちに）、本省、関税中央分析所及び他

関に対し通報するものとする。 

ⅰ 所属区分を決定するため総括関税鑑査官に協議した貨物に係る実

績 

ⅱ 新規に輸入された貨物に係る実績（関税率表の適用に係る決定が容

易なものを除く。）  

ⅲ その他所属区分に係る通報が他関の参考になると認められる貨物

に係る実績 

(ﾛ) 各税関は、自関の部内会議又は他関との合同会議により、貨物の所

属区分について検討した場合には、当該会議の議事結果について、適

宜、本省及び他関に通報するものとする。 

(ﾊ) 上記(ｲ)及び(ﾛ)により他関から通報を受けた実績に係る所属区分と

自関の輸入実績に係る所属区分とが相違すること等の理由により、所

属区分について慎重に検討する必要があると認められる場合には、上

記(1)のロに準じて処理するものとする。 

ロ 不統一等の防止 

(ｲ) 各税関は、所属区分について不統一等を生じ易い品目の中から、調

査対象品目を選定し、所属区分の不統一の有無について適宜調査を実

施し、その結果、所属区分について慎重に検討する必要があると認め

られる場合には、前記(1)のロに準じて処理するものとする。 
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(ﾛ) 税関は、事後調査の機会に、必要に応じ、輸入された貨物の所属区

分等の不統一等の有無についても調査を実施し、その結果、所属区分

等について慎重に検討する必要があると認められる場合には、上記(1)

のロに準じて処理するものとする。なお、このため各税関の関税鑑査

官及び原産地調査官は、事後調査部門との密接な連携に努めるものと

する。 

ハ その他 

税関は、輸入者、通関業者等が貨物の所属区分等の不統一の是正につ

いて容易に申し出ることができる環境を整備するよう努めるとともに、

輸入者、通関業者等からの貨物の所属区分等の不統一等について申出が

あつた場合には、上記(1)のロに準じて処理するものとする。 

(4) 事前教示に係る関税率表の統一的適用 

イ 口頭による所属区分に係る事前教示 

(ｲ) 本邦に到着していない貨物に係る事前教示 

ⅰ 本邦に到着していない貨物の所属区分について事前教示を求めら

れた場合には、上記(1)のイと同様に、当該所属区分を決定するうえ

で参考となる事項の有無につき聴取するものとする。また、当該聴

取した事項その他の事項から判断して、当該貨物の所属区分につい

て慎重に検討する必要があると認められる場合には、上記(1)のロに

準じて処理するものとする。 

ⅱ 本邦に到着していない貨物の所属区分に係る事前教示は、原則とし

て、本関において行うものとするが、遠隔地の署所においては、本

関と協議の上、処理することができるものとする。ただし、回答す

べき内容が簡易な場合には、事前教示を求められた署所が回答する

こととして差し支えない。 

(ﾛ) 本邦に到着した貨物に係る事前教示 

本邦に到着した貨物の所属区分について事前教示を求められた場合

は、上記(ｲ)に準じて処理するものとする。 

(ﾊ) 総括関税鑑査官への協議については、上記(2)のイ及びロに準じて行

うものとする。 

ロ 書面による所属区分に係る事前教示 

(ｲ) 本邦に到着していない貨物に係る事前教示 

本邦に到着していない貨物の所属区分について事前教示を照会書に

(ﾛ) 各税関は、事後調査の機会に、必要に応じ、輸入された貨物の所属

区分の不統一等の有無についても調査を実施し、その結果、所属区分

について慎重に検討する必要があると認められる場合には、上記(1)の

ロに準じて処理するものとする。なお、このため関税鑑査官は、事後

調査部門との密接な連携に努めるものとする。 

 

ハ その他 

各税関は、輸入者、通関業者等が貨物の所属区分の不統一の是正につ

いて容易に申し出ることができる環境を整備するよう努めるとともに、

輸入者、通関業者等からの貨物の所属区分の不統一等について申出があ

った場合には、上記(1)のロに準じて処理するものとする。 

(4) 事前教示に係る関税率表の統一的適用 

イ 口頭による事前教示 

(ｲ) 本邦に到着していない貨物に係る事前教示 

ⅰ 本邦に到着していない貨物の所属区分について事前教示を求めら

れた場合には、上記(1)のイと同様に、当該所属区分を決定するうえ

で参考となる事項の有無につき聴取するものとする。また、当該聴

取した事項その他の事項から判断して、当該貨物の所属区分につい

て慎重に検討する必要があると認められる場合には、上記(1)のロに

準じて処理するものとする。 

ⅱ 本邦に到着していない貨物の所属区分に係る事前教示は、原則とし

て、本関において行うものとするが、遠隔地の署所においては、本

関と協議の上、処理することができるものとする。ただし、回答す

べき内容が簡易な場合には、事前教示を求められた署所が回答する

こととして差し支えない。 

(ﾛ) 本邦に到着した貨物に係る事前教示 

本邦に到着した貨物の所属区分について事前教示を求められた場合

は、上記(ｲ)に準じて処理するものとする。 

(ﾊ) 総括関税鑑査官への協議については、上記(2)のイ及びロに準じて行

うものとする。 

ロ 書面による事前教示 

(ｲ) 本邦に到着していない貨物に係る事前教示 

本邦に到着していない貨物の所属区分について事前教示を書面（事
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より求められた場合の処理は次の要領により行うものとする。 

（削 除） 

 

 

 

ⅰ 当該所属区分の検討は本関において行うものとする。 

（削 除） 

 

 

 

 

ⅱ 回答書は、分類の透明性の向上を図つていく観点から回答後原則と

して公開し、輸入者等の閲覧に供することができるものとする。た

だし、次の要件に該当する場合で、照会者より非公開期間設定の要

請があつたものについては一定期間非公開とするものとする。 

 

(ⅰ) 照会対象となつた貨物が新規の輸入品であり、市場に流通す

る前に他者に知られることにより不利益を受けるおそれがある

場合 

(ⅱ) 照会対象となつた貨物の照会内容のうち成分割合に特徴があ

り、公開によって競合する者に知られ不利益を受けるおそれがあ

る場合 

(ⅲ) 照会対象となつた貨物の照会内容のうち製造方法に特徴があ

り、公開によって競合する者に知られ不利益を受けるおそれがあ

る場合 

(ⅳ) 照会対象となつた貨物が未だに計画段階であり、実際に商品

が輸入される前に他者に知られることにより不利益を受けるお

それがある場合 

(ⅴ) 照会対象となつた貨物に係る情報が、照会に際して秘匿を条

件として照会者より任意に提出されたものであり、当該情報が輸

出者、納入先等から秘匿を要請されている場合 

(ⅵ) その他一定期間非公開とすることにつき、正当な理由がある

と認められる場合 

前教示照会書）により求められた場合の処理は次の要領により行うもの

とする。 

ⅰ 書面による事前教示照会が求められた場合には、事前教示照会書及

び事前教示回答書の裏面に記載されている注意事項について予め十

分に説明し、理解を得るように努めるものとする。 

ⅱ 当該所属区分の検討は本関において行うものとする。 

ⅲ 上記ⅱの所属区分の検討に際し、補足説明を必要とする場合には、

照会者に「事前教示に係る補足説明書」（Ｃ－1002）を可及的速やか

に提出させるものとする。ただし、その際には、予め必要な補足説

明内容について十分説明し、照会者が補足説明に不用な時間を消費

しないように努めるものとする。 

ⅳ 書面による事前教示照会書に係る事前教示回答書は、分類の透明性

の向上を図っていく観点から回答後原則として公開し、輸入者等の

閲覧に供することができるものとする。ただし、次の要件に該当す

る場合で、照会者より非公開期間設定の要請があったものについて

は一定期間非公開とするものとする。 

(ⅰ) 照会対象となった物品が新規の輸入品であり、市場に流通す

る前に他者に知られることにより不利益を受ける恐れがある場

合 

(ⅱ) 照会対象となった物品の照会内容のうち成分割合に特徴があ

り、公開によって競合する者に知られ不利益を受ける恐れがある

場合 

(ⅲ) 照会対象となった物品の照会内容のうち製造方法に特徴があ

り、公開によって競合する者に知られ不利益を受ける恐れがある

場合 

(ⅳ) 照会対象となった物品が未だに計画段階であり、実際に商品

が輸入される前に他者に知られることにより不利益を受ける恐

れがある場合 

(ⅴ) 照会対象となった物品に係る情報が、照会に際して秘匿を条

件として照会者より任意に提出されたものであり、当該輸出者、

納入先等から秘匿を要請されている場合 

(ⅵ) その他一定期間非公開とすることにつき、正当な理由がある

と認められる場合 
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ⅲ 上記ⅱの回答書の公開及び閲覧については、個々の照会の際に照会

者に対し十分に説明を行い、理解と協力を得るように努めるものと

する。 

その際、照会者より非公開期間の設定が要請された場合は、上記

ⅱに従つて処理するものとする。 

（削 除） 

 

 

 

 

 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削 除） 

 

 

 

(ﾛ) 本邦に到着した貨物に係る事前教示 

上記(ｲ)に準じて処理するものとする。 

(ﾊ) 架空の商品等の各関相互通報 

各税関の関税鑑査官は、自関で取り扱つた事前教示に関する照会の

うち、上記 7－18 の(5)に該当する照会については、本省及び他関に書

面その他適宜の方法により通報するものとする。 

 (5) 書面による事前教示（所属区分に係るもの）に係る事務処理要領 

イ 各税関の関税鑑査官は、前記 7－17 の(1)のイの(ｲ)により所属区分に

ⅴ 上記ⅳの公開・閲覧の制度については、個々の照会の際に照会者に

対し十分に説明を行い、理解と協力を得るように努めるものとする。 

またその際に、照会者より改めて非公開期間の設定が要請された

場合は、上記ⅳに従って処理するものとする。 

 

ⅵ 当該事前教示照会書及び照会者が提供した当該貨物に係る資料・意

見その他の当該貨物の所属区分の決定に必要と認められる事項等を

画像情報検索システムに画像情報として入力し、分類検討の結果と

しての事前教示回答書（案）を登録する。ただし、関税率表等の規

定により所属区分の決定が容易なものは各税関限りで処理するもの

とする。 

ⅶ 総括関税鑑査官は、各税関により登録された事前教示回答書（案）

を検討し、その内容が適正であると認められる場合には当該事前教

示回答書（案）の内容を確定させる登録を行い、訂正を必要とする

場合は登録税関に対して適宜修正を指示するものとする。 

各税関は、総括関税鑑査官からの指示により事前教示回答書（案）

の内容変更を登録するものとし、総括関税鑑査官は各税関において当

該内容変更が登録された事前教示回答書（案）について、指示どおり

の訂正が行われていることを確認した上で当該事前教示回答書（案）

の内容を確定させる登録を行うものとし、さらに訂正を必要とする場

合は再度登録税関に対して適宜修正を指示するものとする。 

ⅷ 事前教示回答書を交付する際には、回答書と照会書が同一案件であ

ることを確保するため、照会書と回答書には画像情報検索システム

により賦与される登録番号を付したうえ、照会書の写しとともに交

付するものとする。 

(ﾛ) 本邦に到着した貨物に係る事前教示 

   上記(ｲ)に準じて処理するものとする。 

(ﾊ) 架空商品等の各関相互通報 

各税関は自関で取り扱った事前教示照会のうち、上記 7－18 の(5)に

該当する照会については、本省及び他関に通報するものとする。 

 

(5) 書面による事前教示に係る事務処理要領 

（新 規） 
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係る事前教示を書面により求められた場合の事務処理を次の要領によ

り行うものとする。 

(ｲ) 照会書及び照会者が提供した当該貨物に係る資料、意見その他の当

該貨物の所属区分の決定に必要と認められる事項等をシステムに画像

情報として入力し、分類検討の結果としての回答書（案）を登録する。

ただし、関税率表等の規定により所属区分の決定が容易なものは税関

限りで処理するものとする。 

(ﾛ) 税関限りで処理する場合は、システムにより賦与される登録番号

（下記(ﾆ)及び(ﾎ)において「登録番号」という。）を付するものとする。

(ﾊ) 登録した回答書（案）について、総括関税鑑査官から修正の指示を

受けた場合には、必要に応じ適宜修正した上、回答書（案）の内容変

更を登録するものとする。 

(ﾆ) 回答書を交付又は送達する際には、回答書と照会書が同一案件であ

ることを確保するため、照会書及び回答書に登録番号を付したうえ、

照会書の写しとともに交付するものとする。 

(ﾎ) 総括関税鑑査官から以前に行つた所属区分に係る事前教示の回答

につき変更又は撤回を行う旨回答を受けた場合には、交付又は送達済

の回答書にかわる変更通知書を交付又は送達するものとする。この場

合にあつては、変更通知書と照会書が同一案件であることを確保する

ため、変更通知書及び照会書に従前の登録番号と同じ登録番号を付す

ものとする。 

(ﾍ) 交付又は送達済の回答書の写し及び変更通知書の写し等は、見本そ

の他の参考資料とともに保管するものとし、既に変更通知書が交付又

は送達され失効した回答書の写し等は失効したことがわかるように保

管するとともに、画像情報として保存するものとする。また、口頭に

より照会を行わせた場合においても、必要に応じ、照会者、照会事項、

回答の内容、回答者等を記録にとどめるものとする。 

ロ 総括関税鑑査官は、各税関からシステムに入力された事前教示照会（税

関限りで処理されたものを除く。）の事務処理を次の要領により行うも

のとする。 

(ｲ) 税関からシステムに入力された照会書及びその他の入力された情報

並びに登録された照会書（案）等をもとに、当該事前教示照会に係る

貨物の所属区分の検討を可及的速やかに行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 総括関税鑑査官は、各税関から画像情報検索システムに入力された事

前教示照会（各税関限りで処理されたものを除く。）の事務処理を次の

要領により行うものとする。 

(ｲ) 各税関から画像情報検索システムに入力された事前教示照会書及び

その他の画像入力された情報並びに登録された事前教示照会書（案）

等をもとに、当該事前教示照会に係る貨物の所属区分の検討を可及的
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(ﾛ) 上記(ｲ)の検討の結果、回答書（案）の内容が適正であると認めら

れる場合には、当該回答書（案）の内容を確定させる登録を行うもの

とする。回答書（案）の内容について訂正を必要とする場合には、登

録税関に対して適宜修正を指示し、指示どおりの修正が行われている

ことを確認した上で、当該回答書（案）の内容を確定させる登録を行

うものとし、さらに訂正を必要とする場合は再度登録税関に対して適

宜修正を指示するものとする。 

(ﾊ) 当該貨物の検討の際、必要に応じ、当該検討内容を本省に報告する

ものとする。 

(ﾆ) 税関に対し以前に行つた所属区分に係る事前教示に関する照会の回

答（税関限りで処理されたものを含む。）内容につき変更又は撤回を行

う場合及び税関限りで処理され、システムに登録された回答書等の内

容を検討し、その内容につき変更又は撤回を行う場合は、上記(ﾊ)に準

じて行うものとする。 

 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

ハ 所属区分に係る事前教示回答書の公開及び閲覧 

上記(4)のロの(ｲ)のⅱによる回答書の公開及び閲覧について、各税関

の関税鑑査官は、回答書（変更通知書を含む。以下この項において同じ。）

（案）をシステムに登録する際に、公開可能なもの（無期限の非公開期

間が設定されているもの以外のもの）について公開対象とするものとし、

当該公開対象となつた回答書の内容を税関ホームページを利用して輸入

者等の閲覧に供するものとする。 

 

 

(6) 書面による事前教示（原産地に係るもの）に係る事務処理要領 

速やかに行うものとする。 

(ﾛ) 上記(ｲ)により得られた結果を、画像情報検索システムに入力及び登

録した税関に回答する。回答を得た税関は、その回答に基づき登録し

た事前教示回答書（案）を必要に応じ適宜修正したうえ、事前教示回

答書（案）の内容を変更登録するものとする。 

 

 

 

(ﾊ) 当該貨物の検討の際、必要に応じ、当該検討内容を本省に報告する

ものとする。 

(ﾆ) 各税関に対し以前に行った事前教示照会の回答内容につき変更又は

撤回を行う場合は、上記(ﾊ)に準じて行うものとし、各税関においては、

総括関税鑑査官からの変更又は撤回の回答に基づき、必要に応じて既

出の事前教示回答書に替わる変更通知書を発出するものとする。なお、

変更通知書を発出した場合には、従前の事前教示回答書は画像情報と

して保存しておくものとする。 

ロ 各関限りで処理できる事前教示照会の事務処理は、次の要領により行

うものとする。 

(ｲ) 各税関で処理できる事前教示照会書に、画像情報検索システムによ

り賦与される登録番号を付するものとする。 

(ﾛ) 総括関税鑑査官は、画像情報検索システムに登録された事前教示回

答書等の内容を検討し、その内容につき変更又は撤回を行う場合は、

上記イの(ﾆ)に準じて行うものとする。 

ハ 事前教示回答書の公開・閲覧 

上記イ及びロとは別に、(4)のイの(ｲ)及びロの(ｲ)による事前教示回

答書の公開・閲覧の事務処理は、次の要領により行うものとする。 

(ｲ) 各税関の関税鑑査官は事前教示照会書（変更通知書を含む。以下こ

の項において同じ。）（案）を画像情報検索システムに登録する際に、

公開可能なもの（無期限の非公開期間が設定されているもの以外のも

の）について公開対象とするものとする。 

(ﾛ) 各税関は公開対象となった回答書の内容を税関ホームページを利用

して輸入者等の閲覧に供する。 

（新 規） 
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イ 各税関の原産地調査官は、前記 7－17 の(1)のイの(ｲ)により原産地に

係る事前教示を書面により求められた場合の事務処理を次の要領によ

り行うものとする。 

(ｲ) 照会書及び照会者が提供した当該貨物に係る資料、意見その他の当

該貨物の原産地の決定に必要と認められる事項等の写しとともに、検

討の結果としての回答書（案）を総括原産地調査官に送付し、協議す

るものとする。ただし、原産地の決定が容易なものは税関限りで処理

するものとする。 

(ﾛ) 税関限りで処理する場合は、照会書に、適宜、登録番号を付するも

のとする。 

(ﾊ) 送付した回答書（案）について、総括原産地調査官から修正の指示

を受けた場合には、必要に応じ適宜修正を行うものとする。 

(ﾆ) 回答書を交付又は送達する際には、回答書と照会書が同一案件であ

ることを確保するため、回答書及び照会書に総括原産地調査官から賦

与される登録番号を付したうえ、照会書の写しとともに交付又は送達

するものとする。なお、税関限りで処理した回答書を交付又は送達し

た場合は、照会書及び照会者が提供した当該貨物に係る資料、意見そ

の他の当該貨物の原産地の決定に必要と認められる事項等の写しとと

もに、当該回答書の写しを総括原産地調査官に送付するものとする。

(ﾎ)  総括原産地調査官から以前に行つた原産地に係る事前教示の回答

につき変更又は撤回を行う旨回答を受けた場合には、交付又は送達済

の回答書にかわる変更通知書を交付又は送達するのもとする。この場

合にあつては、変更通知書と照会書が同一案件であることを確保する

ため、変更通知書及び照会書に従前の登録番号と同じ登録番号を付す

ものとする。 

(ﾍ)  交付又は送達済の回答書の写し及び変更通知書の写し等は、見本

その他の参考資料とともに保管するものとし、既に変更通知書が交付

又は送達され失効した回答書の写し等は失効したことがわかるように

保管するものとする。また、口頭により照会を行わせた場合において

も、必要に応じ、照会者、照会事項、回答の内容、回答者等を記録に

とどめるものとする。 

ロ 総括原産地調査官は、税関から送付された事前教示に関する照会（税

関限りで処理されたものを除く。）の事務処理を次の要領により行うも
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のとする。 

(ｲ) 税関から送付された照会書及びその他の情報並びに回答書（案）等

をもとに、当該事前教示照会に係る貨物の原産地の検討を可及的速や

かに行うものとする。 

(ﾛ) 上記(ｲ)により得られた結果を、送付した税関に回答するとともに、

登録番号を通知する。なお、回答書（案）の内容について訂正を必要

とする場合には、送付した税関に対して適宜修正を指示するものとす

る。 

(ﾊ) 当該貨物の検討の際、必要に応じ、当該検討内容を本省に報告する

ものとする。 

(ﾆ) 税関に対し以前に行つた原産地に係る事前教示に関する照会の回答

（税関限りで処理したものを含む。）内容につき変更又は撤回を行う場

合には、上記(ﾊ)に準じて行うものとする。 

(7) 事前教示に関する異議の申出 

イ 所属区分に係る回答に関する異議の申出 

前記 7－17 の(3)のイにより、照会者から照会貨物の所属区分のについ

て異議の申出があつた場合には、次の要領で処理するものとする。 

 

 

(ｲ) 総括関税鑑査官への送付 

税関は、所属区分に係る申出書の受付を行い、当該申出書の写し及

び当該申出に係る自関の意見等（以下この項において「所属区分に係る

申出書の写し等」という。）を添えて、総括関税鑑査官に送付するもの

とする。 

(ﾛ) 本省への上申 

総括関税鑑査官は、当該所属区分に係る申出書の写し等をもとに、

申出に係る貨物の所属区分について再検討を行い、本省に当該申出につ

き当該再検討の結果等を添えて協議するものとする。 

(ﾊ) 総括関税鑑査官は、上記(ﾛ)の協議の結果により、当該貨物の所属区

分が変更又は撤回となつた場合には、当該所属区分に係る申出書の写

しに新たな全国共通の登録番号を付し、当該協議の結果を当該所属区

分に係る申出書を受け付けた税関（下記(ﾆ)において「受付税関」とい

う。）に回付すると同時に、その他の税関にも送付するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 事前教示回答書に関する異議の申出 

イ 事前教示回答書に関する異議の申出 

以前に、書面により事前教示回答（変更通知書を含む。）を受けた事前

教示照会者から当該事前教示回答（変更通知を含む。）による照会貨物の

所属区分の不統一等について異議の申出があった場合には、次の要領で処

理するものとする。 

(ｲ) 総括関税鑑査官への送付 

税関は、所定の様式に記載した申出（以下この項において「申出書」

という。）の受け付けを行い、当該申出書の写し及び当該申出に係る自

関の意見等（以下この項において「申出書の写し等」という。）を添え

て、総括関税鑑査官に送付するものとする。 

(ﾛ) 本省への上申 

総括関税鑑査官は、当該申出書の写し等をもとに、申出に係る貨物

の所属区分について再検討を行い、本省に当該申出につき当該再検討の

結果等を添えて協議するものとする。 

(ﾊ) 総括関税鑑査官は、上記(ﾛ)の協議の結果により、当該貨物の所属区

分が変更又は撤回となった場合には、当該申出書の写しに新たな全国

共通の登録番号を付し、当該協議の結果を当該申出書を受け付けた税

関（以下この項において「受付税関」という。）に回付すると同時に、

その他の税関にも送付するものとする。 
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当該貨物の所属区分が従前のとおりとなつた場合には、当該協議の

結果を受付税関にのみ回付するものとする。 

(ﾆ) 当該照会者への回答 

受付税関は、総括関税鑑査官から回付された当該協議の結果をもと

に当該照会者への所属区分に係る回答書を作成するものとする。 

ロ 原産地に係る回答に関する異議の申出 

前記 7－17 の(3)のイにより、照会者から照会貨物の原産地について異

議の申出があつた場合には、次の要領で処理するものとする。 

(ｲ) 総括原産地調査官への送付 

税関は、原産地に係る申出書の受付を行い、当該申出書の写し及び

当該申出に係る自関の意見等（以下この項において「原産地に係る申出

書の写し等」という。）を添えて、総括原産地調査官に送付するものと

する。 

(ﾛ) 本省への上申 

総括原産地調査官は、当該原産地に係る申出書の写し等をもとに、

申出に係る貨物の原産地について再検討を行い、本省に当該申出につき

当該再検討の結果等を添えて協議するものとする。 

(ﾊ) 総括原産地調査官は、上記(ﾛ) の協議の結果により、当該貨物の原

産地が変更又は撤回となつた場合には、当該原産地に係る申出書の写

しに新たな全国共通の登録番号を付し、当該協議の結果を当該申出書

を受け付けた税関（下記(ﾆ)において「受付税関」という。）に回付す

ると同時に、その他の税関にも送付するものとする。 

当該貨物の原産地が従前のとおりとなつた場合には、当該協議の結

果を受付税関にのみ回付するものとする。 

(ﾆ) 当該照会者への回答 

受付税関は、総括原産地調査官から回付された当該協議の結果をも

とに当該照会者への回答書を作成するものとする。 

(8) その他 

  イ 上記 7-22 の 、 、 及び における送付、回付及び協議は、書面

その他適宜の方法により行うものとする。 

  ロ 上記7-22の 及び に係る総括関税鑑査官と各税関との間の協議は、

原則として相互に関税鑑査官が、同 及び に係る総括原産地調査官と

各税関との協議の場合は、原産地調査官が行うものとする。 

当該貨物の所属区分が従前の通りとなった場合には、当該協議の結

果を受付税関にのみ回付するものとする。 

(ﾆ) 当該照会者への回答 

受付税関は、総括関税鑑査官から回付された当該協議の結果をもと

に当該照会者への回答書を作成するものとする。 

（新 規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ その他 

(ｲ) 上記(4)のロ及び(5)並びに上記イにおける送付、回付及び協議は、

書面その他適宜の方法により行うものとする。 

(ﾛ) 上記(4)のロ及び(5)のイの(ﾛ)並びに上記(6)のイに係る総括関税鑑

査官と各税関との間の協議は、原則として、相互に関税鑑査官が行う

ものとする。 



新旧対照表                       （税関様式関係通達） 
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新旧対照表                       （記載要領及び留意事項） 

 

新 旧 
 

事前教示に関する照会書（Ｃ－1000） 

 

（省 略） 

「登録番号」欄にはシステムにより自動賦与される登録番号を記載する。 

 

（省 略） 

 

輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅰ（税関様式Ｃ第5300号） 

 

輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅱ（税関様式Ｃ第5310号） 

 

＜評価申告書Ⅰ及びⅡに共通する事項＞ 

 (1)～(2)  （省略） 

 (3) 上部の枠内欄は、次の表の申告区分に応じて、それぞれ記載不要事項とさ

れている事項を除き、すべて記載する。 

なお、事前教示照会を行わない場合、事前教示回答書登録番号欄の記載は

不要である。 

 

 

事前教示に関する照会書（Ｃ－1000） 

 

（省 略） 

 「登録番号」欄には画像情報検索システムにより自動賦与される登録番号を記

載する。 

（省 略） 

 
 

輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅰ（税関様式Ｃ第5300号） 

 

輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅱ（税関様式Ｃ第5310号） 

 

＜評価申告書Ⅰ及びⅡに共通する事項＞ 

 (1)～(2)  （同左） 

 (3) 上部の枠内欄は、次の表の申告区分に応じて、それぞれ記載不要事項とさ

れている事項を除き、すべて記載する。 

 

 




